
              

 

  

2024 年 4 月 11 日 

ＮＳユナイテッド海運株式会社 

 

6 社によるアンモニア燃料船の共同開発に関する覚書を締結 
 

当社はこのたび、日本シップヤード株式会社（日本シップヤード）、株式会社三井 E&S（三井 E＆S）、伊藤

忠商事株式会社（伊藤忠商事）、川崎汽船株式会社（川崎汽船）とともに、MAN Energy Solutions（MAN 社）

との間で、アンモニア燃料船の商用化に向けた共同開発を進めることに合意し、覚書（本覚書）を締結しまし

た。 

 

 アンモニアは国際海事機関（IMO)が掲げる温室効果ガス（GHG）排出削減戦略に貢献するゼロ・エミッシ

ョン燃料として期待されており、アンモニア燃料船は、海事関係者にとどまらず荷主や燃料生産者など、多く

のステークホルダーが検討、開発を進めています。また、アンモニアを主燃料とする二元燃料機関（以下、「ア

ンモニア焚機関」）の開発ならびに商用化はアンモニア燃料船の普及に必須であり、特に毒性のあるアンモニ

アに対しての安全性確保と海上での安定運航の確認は、アンモニア燃料船の社会実装に向けた重要なマイル

ストーンとなります。 

 

 本覚書は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「グリーンイノベーション

基金事業／次世代船舶の開発／アンモニア燃料船の開発」に共同採択された、「アンモニア燃料船開発と社会

実装の一体型プロジェクト」※1において、商用化前の「パイロットプロジェクト※2」として、MAN 社が開発

を進めているアンモニア焚機関を搭載した載貨重量 20 万トン級大型ばら積み船を日本シップヤードが建造す

ることを前提にしています。竣工後も商用化のために必要な運航データを収集することにより、アンモニア焚

機関およびアンモニア燃料船の商用化に向けた取り組みを関係者と共同で進めるものです。 

 

 本覚書締結は、海事関係者の新たな挑戦であるアンモニア燃料船を社会実装するための重要なマイルスト

ーンであるとともに、当社の環境目標「2050 年までに GHG 排出ネットゼロ達成」に対しても重要なステッ

プとなります。今後、本覚書締結に基づきアンモニア焚機関およびアンモニア燃料船の開発を進め、できるだ

け早期に竣工・社会実装開始を目指します。 

 

 今後も当社は、中期経営計画「FORWARD 2030 Ⅱ」で掲げた環境保全への取り組みの強化により、企業価

値の向上を図るとともに、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

 

 

※1: 「アンモニア燃料船」の共同プロジェクトがグリーンイノベーション基金事業に採択｜ニュース｜NS ユナイテッド海運株

式会社 (nsuship.co.jp) 

※2：新しい技術を本格導入する前に行う、試験的で先行的な実証運航 

 

 

https://www.nsuship.co.jp/news/filedownload.php?name=255b658dd6a263a8beeecb76bfa64da1.pdf
https://www.nsuship.co.jp/news/filedownload.php?name=255b658dd6a263a8beeecb76bfa64da1.pdf


              

 

 

 

【各社役割】 

 

パートナー 役割 

MAN 社 アンモニア焚機関の設計・開発、竣工後におけるアンモニア焚機関の検証 

日本シップヤード アンモニア焚機関搭載の 20 万トン級大型ばら積み船の設計・建造 

伊藤忠商事 

川崎汽船 

NS ユナイテッド海運 

アンモニア焚機関搭載の 20 万トン級大型ばら積み船の運航管理（船員教育・船舶

管理体制の構築）、アンモニア焚機関の運転データ収集 

三井 E&S 20 万トン級大型ばら積み船に搭載するアンモニア焚機関の製造および周辺システ

ムの設計・製造 

伊藤忠商事 アンモニア燃料供給に関する情報共有 

 

 

 （写真）覚書締結 記念撮影 

 

 

本件に関する問い合わせ先： 

環境保全推進グループマネジャー 藤田 透  

TEL ０３－６８９５－６６１０ 

 

以上 

 


